
1 

指定類型実地演習実施要領 

 

平成２４年 ４月 １日一部改正 

 

１．目的  

 

  この要領は、公益社団法人日本不動産鑑定士協会連合会(以下「本会」という。)が、

実務修習業務規程施行細則（以下「細則」という。）の規定に基づき、不動産鑑定士と

なる資格を有する者（以下「修習生」という。）に対して、細則第１６条第１６号に定

める鑑定評価報告書を作成するための実地演習（以下「指定類型実地演習」という。）

を行うために必要な事項を定めるものである。 

 

２．想定上の鑑定評価依頼書 

 

 （１）指導鑑定士は、現実に存する不動産について、細則第１６条第１２号に定める

想定上の鑑定評価を行わせる場合には､修習生に対して別紙の想定上の鑑定評価

依頼書を､提示するものとする。 

  当該想定上の鑑定評価依頼書は、指定類型実地演習の鑑定評価報告書の提出書

類に添付しなければならない。 

 （２）評価不動産に立ち入ることが困難な場合には、上記（１）想定上の鑑定評価依

頼書に外観調査である旨を明示するとともに、修習生は、細則第１６条第１３号

に基づき、この旨を鑑定評価報告書において記載しておかなければならない。 

 

３．鑑定依頼不動産の選定と類型等に対応した前提条件の設定 

 

 （１） 指導鑑定士は、実地演習に係る評価対象不動産（以下「評価不動産」という。)

の選定にあたり、地価公示の標準地及び地価調査の基準地を選定してはならない。 

 （２）指導鑑定士は、評価不動産を選定する場合において、所有者とのトラブルを避

けるため、原則として所有者の承諾を得て選定する。 

 （３）指導鑑定士は、評価不動産について類型の想定、賃貸借の内容等についての想

定その他評価不動産を確定するために必要な前提条件を提示する必要があるとき

には、その内容を想定上の鑑定評価依頼書に明示して修習生に提示しなければな

らない。 

 （４）指導鑑定士が修習生に登記所調査を行わせた結果、利用用途､権利の態様､画地

の形状･規模等において、評価不動産が演習の目的である指定類型に対応していな

いことが判明した場合は、指導鑑定士は評価不動産地について鑑定評価依頼書に
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適切な前提条件を記載して修習生に再度提示しなければならない。 

 

４．鑑定評価依頼書及び物件調書の作成 

 

（１）指導鑑定士が提示する実地演習の想定上の鑑定評価依頼書は、別紙様式（４）

によるものとする。 

 （２）修習生は、指導鑑定士が選定した評価不動産について、自ら登記所調査を含む

鑑定評価の確定・確認作業を行い、物件調書（細則第１６条第９号に定める物件

調査報告書(評価不動産が更地の場合には土地の様式、建物及びその敷地の場合に

は土地及び建物のいずれも）を準用する）を作成しなければならない。 

 （３）修習生は、物件調書の作成にあたっては、所有者等とトラブルが発生しないよ

う細心の注意を払わなければならない。 

 

 ５．鑑定評価において収集する事例資料 

 

 （１）修習生は、評価不動産の鑑定評価を行うにあたり､自ら必要な事例調査を行い取

引事例、賃貸事例、造成事例等を収集し、鑑定評価に必要な内容を記載した事例

資料を作成するものとする。  

 （２）事例資料のうち､鑑定評価報告書に記載する事例は､原則として､土地については

５事例、賃貸事例その他土地以外の事例については３事例とし、当該事例による

適用結果を鑑定評価報告書に記載するものとする。 

 

 ６．鑑定評価報告書の作成と提出 

 

 （１）修習生は､鑑定評価報告書を作成するにあたっては､別途定めた書式によるもの

とし､原則としてＰＣワープロ機能を用いるものとする。 

 （２）修習生は、各指定類型ごとに、細則等の別表に定める日程に応じて、指定様式

による鑑定評価報告書等（署名押印したもの）を本会に提出しなければならない。 

 （３）提出書類は、上記⑥実地演習報告内訳書を除き、すべてＡ４サイズとする。 

なお、評価不動産及び公示地等が１枚のＡ４サイズの位置図に記入することがで

きない場合には位置図２枚を添付するものとする。 


